
農用地の保全と地域運営組織の形成について
- 農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）形成の推進 -

1

資料２

農村振興局

令和３年12月10日
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【中⼭間地域直接⽀払交付⾦の交付⾯積の推移】

【耕地⾯積の推移】

注1) 国勢調査の組替集計による。なお、令和２年以降(点線部分)はコーホート分析による推計値である。
2) 農業地域類型は平成12年時点の市町村を基準とし、平成19年4⽉改定のコードを⽤いて集計した。

【農業地域類型別の⼈⼝推移と将来予測】

資料︓農林⽔産政策研究所「農村地域⼈⼝と農業集落の将来予測」（2019年８⽉）

○ 条件不利地域ほど⼈⼝減少は顕著であり、集落内の⼾数減少は著しい状況。
○ 耕地⾯積が減少する中で、中⼭間直接⽀払制度でピークで約70万haの農地を維持してきたものの、

令和２年度には⼤幅にダウンし、今のうち⼿を打たないと農地維持の体⼒が早晩限界を迎える。

⼤幅に減少

減少の理由
・⾼齢化・担い⼿不⾜で５年間継続

する⾃信がない
・リーダーを確保出来ない

資料︓農林⽔産省「中⼭間地域直接⽀払交付⾦の実施状況」
※令和２年度の⾯積については、公表前の概数であり、取扱注意。

中⼭間地域の農業・農村が抱える課題

(年)

資料：農林水産省「耕地及び作物面積統計」

(万ha)

50.0万ha

55.0万ha

60.0万ha

65.0万ha

70.0万ha

【総⼾数が９⼾以下の農業集落の割合】
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中⼭間地域の保全のための農村型地域運営組織（農村ＲＭＯ）のイメージ

農⽤地の保全 地域資源の活⽤ ⽣活⽀援

農村ＲＭＯ※

総
務
部

⽣
活
部

交
流
部

産
業
部

資
源
部

⾃治会・町内会
婦⼈会・ＰＴＡ
社会福祉協議会
など

事務局

協議機能

※ 地域運営組織が展開する活動は多種多様であり、法⼈格を持たない任意団体（⾃治会・町内会、⾃治会等の連合組織など）をはじめ、NPO法⼈、
認可地縁団体、⼀般社団法⼈、株式会社、合同会社など多様な法⼈制度を活⽤。

集落協定
集落営農
農業法⼈
など

（⼩学校区程度のエリア）
事業の実施実⾏機能協議会（総会）

農地周辺等の草刈り作業 直売所を核とした域内経済循環 集荷作業と併せた買い物⽀援

地域の存続に向けて普段から組織的に活動を⾏って
いる農業者を⺟体とした組織を形成

中⼭間地域等直接⽀払、多⾯的機能⽀払による共同活動、組織的活動の下地

Ａ
集
落
協
定

Ｂ
集
落
協
定

Ｃ
集
落

Ｄ
集
落
協
定

Ｅ
集
落
協
定

Ｆ
集
落
営
農

Ｇ
農
業
法
⼈

Ｈ
農
業
法
⼈

複数の集落による集落協定や農業法⼈など農業者を⺟体とした組織と、⾃治会、社会福祉協議会など多様な地域の
関係者とが連携して協議会を設⽴し、農村ＲＭＯの活動の基本となる農⽤地等の保全、地域資源の活⽤、農⼭漁村の
⽣活⽀援に係る将来ビジョンを策定し、これに基づき各事業を実施。

中⼭間地域等直接⽀払の対象集落

多⾯的機能⽀払の対象集落

２

地
域
の
将
来
ビ
ジ
ョ
ン

資源管理 ⽣産補完
農業振興 ⽣活扶助
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町内に６つの集落活動センター（農村ＲＭＯ）を展開（⾼知県梼原町松原地区）
ゆす はら ちょう まつ ばら

〇中⼭間⽀払（松原集落協定）
協定⾯積：12.6ha
交付⾦額：224万円

個⼈配分60%、共同取組活動40%
主な協定参加者：農業者31⼈

⾮農業者0⼈
協定開始：H12

【R2年度実績】
⾼知県

地域の概要

〇 旧村を６つの区として区⻑を置き、⾃主防災や健康づくりなど、
⾃治活動を実施。

平成20年頃から県が着⼿した集落活動センター育成の取組を受け
て町内に６センターを順次設置。

〇 中⼭間地域等直接⽀払は、平成12年度より町内34協定で取り組み
を開始。平成17年の第2期対策より町内を6区6協定に広域化。

〇 町内第１号の「松原区」の集落活動センターでは、住⺠による運
送サービス等の⽣活⽀援、中⼭間直接⽀払の集落協定等による農⽤
地管理活動、加⼯販売施設を活⽤した経済活動を展開。現在では、
６区全てで集落活動センターが活動を展開。

① ⽣活⽀援 ② 農⽤地等保全
地域からガソリンスタンドが消える危機感をきっかけに、平成23年

に隣の初瀬区とともにＮＰＯ法⼈「絆」を設⽴し、地域交通や配⾷
サービスを開始。平成24年には住⺠出資で「(株)まつばら」を設⽴し、
廃業危機に瀕したガソリンスタンド運営を継承。

集落活動センターの設⽴には中⼭間地域等直接⽀払の集落協定の構
成員も参画。
③地域資源活⽤

(株)まつばらは給油所事業に始まり、地域⾷材販売、農林業資材
集出荷等の複合経営に発展。また、平成26年には加⼯販売施設「あい
の⾥」を設⽴し、特産品づくりやレストラン運営を展開。

【生活支援】 【農用地等保全】 【地域資源活用】

住民自治組織（集落活動センター）

・NPO法人 絆
・（株）まつばら・集落協定 ・（株）まつばら

⽣活⽀援地域資源
活⽤

農⽤地等
保全

活動内容と発展過程

農村RMOの組織体制
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直払い・多⾯組織

農業⽣産農業⽣産

農家レストラ
ン

農家レストラ
ン

観光
交流
観光
交流

草刈り等の
共同作業

草刈り等の
共同作業

加⼯場
直売所
加⼯場
直売所

農地利⽤調整農地利⽤調整

粗放的利⽤
最適⼟地利⽤
粗放的利⽤

最適⼟地利⽤

農⽤地等保全事業 地域資源活⽤事業 ⽣活⽀援事業

農村ＲＭＯの事業領域と発展過程

農事組合法⼈

⼀般社団法⼈
（地域資源管理法⼈）

株式会社

︓⼀般的な
ＲＭＯの主
な活動領域

︓農村ＲＭＯ
の活動領域

地域の雇⽤創出、所得向上
域内経済循環の促進

持続的で秩序ある⼟地利⽤の推進
（良好な農村空間の形成）

地域における⽣活基盤の維持
⼈⼝流出防⽌、定住移住促進

林地化林地化

○ 農村ＲＭＯは、中⼭間直払いや多⾯⽀払いの組織などの農⽤地の保全活動を⾏う組織を中⼼に、地域
の多様な主体を巻き込みながら、地域資源を活⽤した農業振興等による経済活動を展開し、さらに農⼭
漁村の⽣活⽀援に⾄る取組を⼿がける組織へと、省庁横断的に発展させていくことが重要。

︓発展過程

声かけ
⾒守り
声かけ
⾒守り サロンサロン

移動交通⽀援移動交通⽀援

⾼齢者への
弁当配達

⾼齢者への
弁当配達

買い物⽀援買い物⽀援

認可地縁団体

⼀般社団法⼈・ＮＰＯ法⼈

定住⽀援定住⽀援

⾃治会活動

４

地域管理構想
を実現

⼩さな拠点
を形成

︓連携

農業就労訓練
（⽣活困窮者⾃⽴⽀援）

介護予防型
農的活動
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パ タ ー ン ① 中⼭間地域等直接⽀払の集落協定が、地域の組
織にアプローチすることで農村RMOに発展

中⼭間地域等
直接⽀払組織 地域の組織

A集落協定

B集落協定

C集落協定

･⽔路の清掃・草刈り
･農道等の管理
･農村景観の保全 等

⾃治会 等

社会福祉協議会

⼀般RMO

･買い物⽀援
･移動⽀援
･⾼齢者福祉 等

連携し
農村ＲＭＯに

発展

農村RMO

⽣活⽀援活動農⽤地保全活動

５

農村ＲＭＯ形成のアプローチ
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中⼭間地域等直接⽀払の集落協定が、
活動内容を発展させ、農村RMOに発展

中⼭間地域等
直接⽀払組織

A集落協定

B集落協定

C集落協定

･⽔路の清掃・草刈り
･農道等の管理
･農村景観の保全 等

活動が発展

農村RMO

農⽤地保全活動

･買い物⽀援
･移動⽀援
･⾼齢者福祉 等

⽣活⽀援活動

･農家レストラン
･農産物加⼯販売
･体験交流事業 等

地域資源利⽤活動

６

パ タ ー ン ②

農村ＲＭＯ形成のアプローチ
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地域の組織が、中⼭間地域等直接⽀払の集落協
定にアプローチすることで農村RMOに発展

中⼭間地域等
直接⽀払組織 地域の組織

A集落協定

B集落協定

C集落協定

･⽔路の清掃・草刈り
･農道等の管理
･農村景観の保全 等
(Ａ集落、Ｃ集落は、
活動が停滞し、連携が
取れない。)

⾃治会 等

社会福祉協議会

⼀般RMO

･買い物⽀援
･移動⽀援
･⾼齢者福祉 等

⾼齢化で悩む
集落をサポート

農村RMO

⽣活⽀援活動農⽤地保全活動
⼈材派遣等の⽀援

７

パ タ ー ン ③

農村ＲＭＯ形成のアプローチ
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２．各省が実施するＲＭＯ関連の制度等に関する都道府県・
市町村の担当部局への説明において、農林⽔産省から
農村ＲＭＯ形成推進施策を情報提供し、各地域の⼀体的
な取組を促進

農村ＲＭＯ形成推進に向けた各府省連携案(第１回関係府省連絡会議(10/21）で提⽰）

１．「農村ＲＭＯ」の形成にあたって各府省所管の各種制度を活⽤
＜農村ＲＭＯとの関わりが想定される制度＞

３．関係府省連絡会議（農村ＲＭＯ形成促進に関する情報共有の場）の形成
【関係府省等】総務省、内閣府、厚⽣労働省、国⼟交通省、農林⽔産省、各種団体等
【会議の内容】①現場情報の共有

②関連施策の共有

内閣府 厚⽣労働省 国⼟交通省
 地域活性化伝道師  ⽣活⽀援コーディ

ネーター
 介護保険法に基づく

地域⽀援事業
 重層的⽀援体制整備

事業

 ⼩さな拠点を核とし
たふるさと集落⽣活
圏形成推進事業

 国⼟の管理構想（地
域管理構想）

総務省
 集落⽀援員
 地域おこし協⼒隊
 地域プロジェクトマ

ネージャー
 地域⼒創造アドバイ

ザー

 地域活性化起業⼈
 特定地域づくり協同

組合
 過疎地域等集落ネッ

トワーク圏形成⽀援
事業

農林⽔産
担当

県
・
市
町
村

⼀緒に動かす

国
（RMO関連制度）

連携を確認している各省担当課【総務省地域⾃⽴応援課（地域振興室、過疎対策室）、厚⽣労働省認知症施策・地域介護推進課、
国⼟交通省総合計画課・地⽅振興課、内閣官房まち・ひと・しごと創⽣事務局、内閣府地⽅創⽣事務局】

伝達・
意識醸成

８

伝達
・意識醸成

健康福祉
担当

地域づくり
担当
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農村ＲＭＯに関する各省の施策

９

制度 農村ＲＭＯとの関わり

寄
り
添
い

集落⽀援員  集落⽀援員が参画することにより、集落間の調整が円滑化 総務省

⽣活⽀援コーディネーター  ⽣活⽀援サービスについて、計画策定や事業活動をサポート 厚労省

伴
⾛

地域活性化伝道師  地域課題の解決に向けた取組に対して、市町村職員や地域リーダーに指導・助⾔
を⾏い、地域⼈材⼒の強化を⽀援 内閣府

地域⼒創造アドバイザー  地域資源を活⽤した地場産品発掘・ブランド化・観光振興等の取組を⽀援

総務省

メ
ン
バ
ー
候
補

地域おこし協⼒隊  地域おこし協⼒隊が参画することにより、活動が活性化、経済事業を運営する法
⼈へ就職

地域プロジェクトマネージャー  地域プロジェクトマネージャーが、⾏政や⺠間等との橋渡しをしながら、活動等
を⽀援

地域活性化起業⼈  地域活性化企業⼈がノウハウや知⾒を⽣かし、経済事業等を⽀援

特定地域づくり事業協同組合  特定地域づくり事業協同組合からの⼈材派遣

活
⽤

過疎地域等集落ネットワーク圏形成⽀
援事業  新たな事業に取り組む場合に活⽤

重層的⽀援体制整備事業
 重層的⽀援体制整備事業における地域づくり事業（介護、障害、⼦ども、⽣活困

窮の各分野）等について、農業関連の取組の受け⽫となり実施
（例︓⼀般介護予防事業を活⽤した⾼齢者の農的活動において、⾼齢者への農作業

の指導や農園の管理等を実施）
厚労省

⼩さな拠点を核としたふるさと集落⽣
活圏形成推進事業

 廃校舎等を活動拠点（地域コミュニティの拠点、交流の場）等として改修する場
合に活⽤ 国交省

JOIN（移住・交流推進機構）  ニッポン移住交流ナビを通じて、⼈材を募集
具
現
化

地域管理構想
(国⼟の管理構想)  地域管理構想の検討・実⾏にあたり、地域の核となる主体として参画 国交省
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市町村 都道府県中間⽀援組織

農村ＲＭＯ形成推進に関する推進体制について

○ 農村ＲＭＯを効果的に形成するため、全国レベル、県域レベル、地域レベルの各段階における推進
体制の構築等を⽀援する。

地域マネー
ジャー

10

【全国レベル】

【県域レベル】

【地域レベル】

研究会
(指導助⾔・評価)

研修
(スキルアップ)

フォーラム
(普及啓発・意⾒交換)

Webサイト
(情報共有・発信)

共通プラットフォーム
農村RMOに関わる事業者・関係機関等からの情報を集約し、情報発信や共有・交流を⾏う場を形成

⽀援チーム
農村RMOを⽬指す地域に対し、関係する部局・機関が連携した伴⾛⽀援体制を整備

農林部局

地域振興部局

健康福祉部局

農林部局

地域振興部局

健康福祉部局

伴⾛

コーディ
ネーター

集落⽀援員 ⽣活⽀援
コーディ
ネーター

JA職員

集落集落 集落集落 集落集落 集落

協議会
⾃治会・町内会
婦⼈会・ＰＴＡ
社会福祉協議会など

集落協定、集落営農
農業法⼈
など

農村ＲＭＯ
複数集落を範囲として農業者の組織と⾃治会等地域の多様な主体が連携して協議する体制を構築

事務局

中⼭間地域等直接⽀払交付⾦
多⾯的機能⽀払交付⾦

参画

地域
おこし
協⼒隊

情報・ノウハウを
蓄積し、全国に普
及

部局横断的な⽀援
チームを形成し、
伴⾛⽀援を実践す
ることで、ノウハ
ウを蓄積

モデルを形成し、
横展開

⽀援
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